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第４節 共同住宅、寄宿舎、下宿、児童福祉施設等及び長屋

■第１９条（設置の禁止）関係

（設置の禁止）

第１９条 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供する建築物で、その用途に供する部分の

床面積の合計が１００平方メートルを超えるものは、次の各号のいずれかに掲げる建築

物で、これらの用途に供する部分の主要構造部が政令第１１５条の２の２第１項第１号

の基準に適合する準耐火構造でないものの上階に設けてはならない。

(1) 劇場、映画館、演芸場、観覧場、マーケット若しくは公衆浴場の用途に供する建築

物又は法別表第２（と）項第４号に規定する建築物

(2) 公会堂、集会場、展示場、キャバレー、ナイトクラブ、バー、ダンスホール、遊技

場又は倉庫（不燃性の物品を貯蔵するものを除く ）の用途に供する建築物で、その。

用途に供する部分の床面積の合計が１００平方メートルを超えるもの

(3) 物品販売業を営む店舗又は飲食店の用途に供する建築物で、その用途に供する部分

の床面積の合計が２００平方メートルを超えるもの

【趣旨】

、 、 、 、本条は 火災時における延焼の防止を目的として 一定規模を超える共同住宅 寄宿舎

下宿の位置について定めたものである。

【解説】

１ 「公衆浴場」について（第１号）．

「公衆浴場」とは、公衆浴場法（昭和２３年法律第１３９号）第１条に規定するもの

をいいます。

なお、いわゆる「スーパー銭湯」は、浴場、マッサージコーナー、飲食コーナー等の

機能を有する複合建築物であることから、個別に判断が必要となります。

２ 「公会堂」について（第２号）．

「公会堂」とは、公民館、市民会館等の公共的施設をいい、中には、公会堂であると

同時に、劇場、映画館に該当する場合もあります。

３ 「集会場」について（第２号）．

「 」 、 、集会場 とは 不特定かつ多数の人が集会を目的として利用する施設をいいますが

町内会等の一定地区を対象（当該地区以外から一時に多数の人や車が集散するおそれの

） 、 、ないもの とし 社会教育活動や自治活動の目的に供される地域の集会所や公民館等は

集会場には該当しません。

また、体育館や屋内運動場であっても、舞台や客席を有し、一般の集会にも利用され

るものは、集会場として取り扱う場合もあります。
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４ 「飲食店」について（第３号）．

「飲食店」には、食堂、レストラン、そば屋、寿司屋等非常に多様な業態が含まれま

すが、利用者が限られている社員食堂等は 「飲食店」に該当しません。、

■第２０条（寄宿舎等の廊下の幅）関係

（寄宿舎等の廊下の幅）

第２０条 寄宿舎、下宿又は児童福祉施設等の用途に供する木造建築物等の階で、その階

における居室（寄宿舎又は児童福祉施設等にあっては寝室、下宿にあっては宿泊室をい

う。以下この条、次条及び第２３条第２項において同じ ）の床面積の合計が１００平。

方メートルを超えるものの共用の廊下の幅は、次に掲げる数値以上としなければならな

い。

(1) 両側に居室がある場合にあっては、１．６メートル

(2) 前号に規定する場合以外の場合にあっては、１．２メートル

【趣旨】

本条は、寄宿舎、下宿又は児童福祉施設等における、避難のために必要な廊下の幅につ

いて定めたものである。

【解説】

１ 「寄宿舎等の廊下の幅」について．

「寄宿舎等の廊下の幅」の規定を例示すると、次のとおりです。

「廊下の幅」は、有効幅をいい“手すり”や“突出したレバーハンドル”等は含めな

いで計測します。

なお、児童福祉施設等の用途にあっては、神奈川県みんなのバリアフリー街づくり条

例（平成７年条例第５号）の適用を受ける場合がありますのでご注意ください。

居室 居室

居室

▼

▲ ▲
Ａ

▲

居室

▲：居室の出入口
Ｂ 居室

階における居室の合計＞100㎡

▲

Ａ≧1.2ｍ(有効幅)

Ｂ≧1.6ｍ(有効幅)

居室 居室

▲

■図１４：寄宿舎等の廊下の幅の例

第６章 特殊建築物等 第４節 共同住宅、寄宿舎、下宿、児童福祉施設等及び長屋

茅ヶ崎市建築基準条例の解説
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■第２１条（共同住宅等の階段）関係

（共同住宅等の階段）

第２１条 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供する木造建築物等で、２階における居室

の床面積の合計が５０平方メートルを超えるものは、その階から避難階又は地上に通ず

る２以上の直通階段又はこれに代わる施設を設けなければならない。

２ 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供する建築物のうち、主要構造部が不燃材料で造

（ 。） 、られている建築物 主要構造部を耐火構造とした建築物又は準耐火建築物を除く で

２階における居室の床面積の合計が１００平方メートルを超えるものは、その階から避

難階又は地上に通ずる２以上の直通階段又はこれに代わる施設を設けなければならな

い。

【趣旨】

本条は、避難のために必要な、共同住宅等の直通階段について定めたものである。

【解説】

１ 「２以上の直通階段」について．

「２以上の直通階段」の規定を例示すると、次のとおりです。

Ｔ

Ｔ：直通階段

α：第22条を満足させる幅員

（ ）
α

Ｓ：居室の床面積の合計 ２Ｆ

５０㎡ ＜ Ｓ（木造建築物等）
Ｔ

１００㎡ ＜ Ｓ（主要構造部が不

Ｓ 燃材で、耐火構造・

準耐火構造を除く）

α
道路

■図１５：２以上の直通階段の例

２ 「木造建築物等」について（第１項）．

「 」 、 （ ）（ ）木造建築物等 については 第１８条 木造校舎と隣地境界線との距離 ｐ１８

で 「その主要構造部の政令第１０９条の４に規定する部分が木材、プラスチックその、

他の可燃材料で造られたもので、耐火建築物及び準耐火建築物を除く 」と定義してい。

ます。

３ 「これに代わる施設」について．

「これに代わる施設」とは、避難用タラップ、避難はしご、滑り台、緩降機等の消防

法施行令（昭和３６年政令第３７号）第２５条に基づく避難器具であり、不燃材である

と共に、設置を有する場所に固定されたものをいいます。
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第６章 特殊建築物等 第４節 共同住宅、寄宿舎、下宿、児童福祉施設等及び長屋

茅ヶ崎市建築基準条例の解説

■第２２条（共同住宅等の主要な出口）関係

（共同住宅等の主要な出口）

第２２条 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供する建築物の避難階においては、主要な

出口（屋外階段又はこれに代わる施設からの出口を含む。以下この条及び第２４条にお

いて同じ ）は、道路に面して設けなければならない。ただし、次の各号のいずれかに。

該当する場合は、この限りでない。

(1) 主要な出口から道路に通ずる敷地内通路が共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供す

る部分の床面積の合計の区分に応じて、次の表に掲げる幅員以上である場合

共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供する部分の床面積の合計 敷地内通路の幅員

１００平方メートル以内のもの １．５メートル

１００平方メートルを超え３００平方メートル以内のもの ２メートル

３００平方メートルを超え５００平方メートル以内のもの ３メートル

５００平方メートルを超えるもの ４メートル

(2) 周囲に公園、広場その他の空地があり、かつ、安全上支障がないと認められる場合

２ 前項の建築物が開口部のない耐火構造の床又は壁で区画されている場合における同項

の規定の適用については、その区画された部分（以下この項において「区画部分」とい

う ）をそれぞれ別の建築物とみなす。ただし、区画部分の主要な出口から道路に通ず。

る敷地内通路のうち、それぞれの区画部分の共用の部分の幅員については、共用に係る

区画部分を一の建築物とみなして前項第１号の規定を適用する。

【趣旨】

本条は、災害時における円滑な避難を目的として、共同住宅の主要な出口の設置位置と

道路との関係について定めたものである。

【解説】

１ 「主要な出口（屋外階段又はこれに代わる施設からの出口 」について（第１項）． ）

「主要な出口（屋外階段又はこれに代わる施設からの出口 」とは、通常利用する出）

口の他に、屋外避難階段、政令第１２５条の規定により設けた出口（避難階の住戸にお

ける、直接屋外に避難できる掃き出し窓を含む 、第２１条（ｐ２２）における「これ）

に代わる施設等」をいいます。

、 。なお 消防の指導により設置された避難施設や任意に設置されたものは含まれません



24

２ 「道路に面して」について（第１項）．

「 」 、 、道路に面して とは 主要な出口の設置位置及び道路と主要な出口との間の空間が

次の要件を満たしたものです。

(1) 主要な出口が道路に平行して位置している場合

(2) 道路と主要な出口との間に通行上の支障が生じる高低差がない場合

(3) 道路と主要な出口との間にフェンスや駐車場等により、通行上の支障をきたすお

それのない場合

(4) 道路と主要な出口との間の空間が、次の要件を満たす場合

間口 ＞ 奥行き 又は 敷地の外周の１／７

▲：主要な出口
建築物

Ｄ：奥行き

▲ Ｗ：間口

Ｄ ：駐車場等で通行

不可能な部分
Ｗ

道路

■図１６：道路と主要な出口との間の空間

３ 「別の建築物とみなす」について（第２項）．

「別の建築物とみなす」とは、建築物が政令１１７条第２項の規定による区画がされ

ている場合です。その場合は、当該区画ごとに第１項の規定が適用されます。

道路

Ａ区画 Ｂ区画
政令第１１７条第２項による区画

α＝Ａ区画＋Ｂ区画の面積の合計によるα
β

β＝Ｂ区画の面積による

■図１７：別の建築物とみなした場合の敷地内通路



25

第６章 特殊建築物等 第４節 共同住宅、寄宿舎、下宿、児童福祉施設等及び長屋

茅ヶ崎市建築基準条例の解説

■第２３条（共同住宅等の居室）関係

（共同住宅等の居室）

第２３条 共同住宅の各住戸は、その居室のうち１以上の床面積を７平方メートル以上と

しなければならない。

２ 寄宿舎又は下宿の居室の床面積は、７平方メートル以上としなければならない。ただ

、 、 。し １人専用のものにあっては その床面積を５平方メートル以上とすることができる

３ 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供する建築物には、居住又は就寝のための棚状部

分（以下「棚状寝所」という ）を設けてはならない。。

【趣旨】

本条は、安定したゆとりある住生活の確保を目的として、共同住宅等の最低居室面積等

について定めたものである。

■第２４条（長屋の出口）関係

（長屋の出口）

第２４条 長屋の各住戸の主要な出口は、道路に面して設けなければならない。ただし、

次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。

(1) 主要な出口から道路に通ずる敷地内通路の幅員が３メートル（２以下の住戸の専用

の通路については、２メートル）以上である場合

(2) 周囲に公園、広場その他の空地があり、かつ、安全上支障がないと認められる場合

【趣旨】

本条は、災害時における円滑な避難を目的として、長屋の主要な出口の設置位置と道路

との関係について定めたものである。

【解説】

１ 「主要な出口」について．

「主要な出口」については、第２２条の解説１（ｐ２３）を参照してください。

２ 「道路に面して」について．

「道路に面して」については、第２２条の解説２（ｐ２４）を参照してください。
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３ 「２以下の住戸の専用の通路」について（第１号）．

「２以下の住戸の専用の通路」とは、３戸以上の長屋であっても、当該通路を利用す

る住戸が２戸以下である場合も含まれます。

住戸 住戸 住戸

道路

▲

（ ）α：通路幅 ３ｍ以上

（ ）
▲ ▲

β：通路幅 ２ｍ以上

▲：主要な出口

α
β

：２戸専用の通路部分

■図１８：２以下の専用通路を有する長屋の例

■第２５条（長屋の構造等）関係

（長屋の構造等）

第２５条 ３階を長屋の用途に供する建築物は耐火建築物又は政令第１１５条の２の２第

１項の技術的基準に適合する準耐火構造とした準耐火建築物とし、４階以上の階を長屋

の用途に供する建築物は耐火建築物としなければならない。ただし、重ね建て長屋の用

途に供する部分のない建築物にあっては、準耐火建築物又は政令第１３６条の２の技術

的基準に適合する建築物とすることができる。

２ 長屋の用途に供する部分の床面積の合計が６００平方メートル以上の建築物は、耐火

建築物又は準耐火建築物としなければならない。

３ 長屋の各住戸の界壁の長さは、４．５メートル以上としなければならない。ただし、

当該建築物の構造若しくは形状又は周囲の状況によりやむを得ないと認められる場合

は、その界壁の長さを２．７メートル以上とすることができる。

、 。４ 長屋の各住戸は 直接外気に接する開口部を２面以上の外壁に設けなければならない

【趣旨】

本条は、防火上の安全性を目的として、共同住宅と利用形態が類似する長屋の耐火性能

等について定めるとともに、違反建築物の未然防止を目的として、長屋の界壁の長さにつ

いて定めたものである。
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第６章 特殊建築物等 第４節 共同住宅、寄宿舎、下宿、児童福祉施設等及び長屋

茅ヶ崎市建築基準条例の解説

【解説】

１ 「政令第１１５条の２の２第１項」について（第１項）．

政令１１５条の２の２第１項第２号において定義されている「各宿泊室等」には、長

屋の各住戸も含まれるものとして取り扱います。

２ 「重ね建て長屋」について（第１項）．

「重ね建て長屋」とは、長屋の用途のうち、住戸の床又は天井が他の住戸や別の用途

の部分との境（いわゆる界床）となっているものをいい 「重層長屋」ともいいます。、

３ 「界壁の長さ」について（第３項）．

この規定は、住戸間に接続の短い物置（押入等）を設ける計画としながら、建築中や

工事完成後にその部分を除却し、独立した住戸に変更する等により、敷地と道路に関す

る規定に違反する事例が見受けられたため定めたものです。

なお、界壁の長さはいずれかの階にあれば適合しているものとみなされます。

住戸
住戸 住戸 住戸

住戸
住戸

：界壁の長さ≧４.５ｍ

（やむを得ない場合は２.７ｍ以上）

■図１９：界壁の長さの例

４ 「ただし書きの取扱い」について（第３項）．

「構造若しくは形状又は周囲の状況によりやむを得ないと認められる場合」とは、次

の要件のいづれかを満たしていることが原則となります。

(1) 鉄筋コンクリート造等の容易に除却又は変更のできない構造の場合

(2) 界壁部分を撤去すると建物の利用が不可能となる場合、あるいは、界壁部分が２

階建てである等建物の形態からみて分割のおそれがない場合

(3) 敷地の形状や地形による制約のため、やむを得ないと認められる場合、及び仮に

分割されたとしても建築基準法上支障がない等の場合
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■第２６条（重ね建て長屋の区画）関係

（重ね建て長屋の区画）

第２６条 重ね建て長屋で、２階におけるその用途に供する部分の床面積の合計が１００

平方メートルを超えるものは、２階の床を準耐火構造とし、又はその直下の天井（回り

縁その他これに類する部分を除く ）の仕上げを準不燃材料でしなければならない。。

【趣旨】

本条は、火災時における延焼の防止を目的として、重ね建て長屋の区画について定めた

ものである。

【解説】

１ 「２階におけるその用途に供する部分」について．

「２階におけるその用途に供する部分」とは、２階にある長屋住戸が１階の他の住戸

や別の用途の部分と重なっている部分をいいます。

政令１１４条による住戸間の界壁

準耐火構造を必要とする｢２階の床｣

Ａ住戸 Ｃ住戸

Ｂ住戸

仕上げを準不燃材料とする｢その直下の天井｣

本条の適用を受けない床・天井

■図２０：重ね建て長屋の区画の例


